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特徴１ 計画の構造

地球温暖化対策と環境エネルギー政策の統合

環境エネルギー政策
Sustainable Energy Policy 

省エネルギー

自然エネルギー

エネルギー適正利用

エネルギー自立地域

フロン類等対策

吸収・固定化 ピーク抑制

適応策

地球温暖化対策
Climate Change Policy

正式名称は「長野県環境エネルギー戦略～第三次長野県地球温暖化防止県民計画～」
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数値目標の上位に「基本目標」を設定
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これまでの社会

経済成長に伴って
エネルギー消費量が増加
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経済成長とエネルギー消費量
の関係が分離（デカップリング）

移行

特徴２ 基本目標

デカップリング
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いずれの数値目標も一長一短ある

特徴３ 目標
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15,311

17,099 16,640

13,800

10,700

3,100

0

4,000

8,000

12,000

16,000

1990年度
（平成２年度）

［基準年度］

2000年度
（平成12年度）

2009年度
（平成21年度）

2020年度
（平成32年度）

［短期目標］

2030年度
（平成42年度）

［中期目標］

2050年度
(平成62年度）

［長期目標］

（千トン

-CO2）

1990年度比
▲10％

1990年度比
▲80％

1990年度比
▲30％

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

2010

（H22)

［基準年度］

2020

（H32)

［短期目標］

2030

（H42)

［中期目標］

2050

（H62)

［長期目標］

（万TJ）

（年度）

電気 熱 燃料

5.2万TJ

6.8万TJ
2010年度比
▲30％

2010年度比
▲15％

2010年度比
▲40％

電気

熱

燃料

6.6万TJ

5.4万TJ

4.3万TJ

6.1万TJ

3.3万TJ

4.7万TJ

5.0万TJ

4.1万TJ

3.1万TJ

4.0万TJ

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2010

（H22)

［基準年度］

2020

（H32)

［短期目標］

2030

（H42)

［中期目標］

2050

（H62)

［長期目標］

（ＴＪ）

（年度）

電気

熱

自動車燃料

熱

電気

自動車燃料

10,428TJ

11,932TJ

14,406TJ

18,412TJ

19,376TJ

10,062TJ

5,438TJ
775TJ 689TJ6TJ 697TJ

2TJ

対2010年度増加率

55.1％

対2010年度増加率

124.5％

対2010年度増加率

243.5％

0

50

100

150

200

250

300

350

2010

（H22)

［基準年度］

2020

（H32)

［短期目標］

2030

（H42)

［中期目標］

2050

（H62)

［長期目標］

（万kW）

（年度）

2010年度比
▲15％

2010年度比
▲45％

2010年度比
▲25％

297万kW

252万kW

223万kW

163万kW

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2010

（H22)

［基準年度］

2020

（H32)

［短期目標］

2030

（H42)

［中期目標］

2050

（H62)

［長期目標］

（万kW）

（年度）

太陽光発電

小水力発電

バイオマス発電

その他

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

その他

小水力発電

太陽光発電

10.8万kW

47.0万kW

5.2万kW

59.5万kW

14.1万kW

5.7万kW

25.1万kW

1.2万kW

9.9万kW

3.2万kW

0.0万kW

0.64万kW

30万kW

対2010年度増加率 200％

60万kW

対2010年度増加率 500％

90万kW

対2010年度増加率 800％

温室効果ガス総排出量 最終エネルギー消費量 自然エネルギー導入量

最大電力需要 自然エネルギー発電設備容量
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効果的な制度・施策に集中

特徴４ 政策体系

基本目標から制度・施策まで
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条例を活用して、費用対効果の高い省エネ促進

特徴５ 省エネルギー

条例による制度を基本

家電の省エネラベル掲出制度
家庭の省エネサポート制度
→ 高効率な家電への転換と

家庭での効率的な使用を促進

事業活動温暖化対策計画書制度
→ 事業者のエネ使用の見える化

や省エネを促進

建築物環境エネルギー性能検討制度
→ 省エネや断熱性能の高い建物の

選択・建築を促進

①家庭

②事業

③建築

家電販売店における省エネラベルの掲
出義務
（長野県地球温暖化対策条例第18条）

事業者における温暖化対策計画の提
出・報告義務
（長野県地球温暖化対策条例第12条等）

建築主における建物エネ性能・自然エ
ネ導入の検討義務
（長野県地球温暖化対策条例第20条等）
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ポイントは、地域の担い手が地域の資金で事業を行うこと

中央主導型 地域主導型

２種類の自然エネルギー事業

利益は大都市へ 利益は県内へ

自然エネルギー信州
ネットと連携して、

県が後押し

特徴６ 自然エネルギー

地域主導型
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１年目：レビューと方向性、２年目：計画と条例、３年目：規則と施策構築

特徴７ 策定期間

見直しから実行まで実質３年
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専門委員会＝企画の場、ステークホルダー会議＝合意形成の場

特徴８ 策定過程

企画と合意形成
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専門委員と関係部局の職員でタスクフォースを構成

特徴９ 詳細検討

有識者と県職員の議論
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第１回：方向性、第２回：中間報告

特徴10 合意形成

産業・環境・専門
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総合計画プロジェクトの実行計画としても機能

特徴11 PDCA

総合計画と個別計画の二重管理
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長野県総合５か年計画
「しあわせ信州創造プラン」

環境・エネルギー自立地域創造プロジェクト

⇒ 総合計画の政策評価

環境エネルギー戦略のPDCA



タイムリーでなく不完全な目標を、様々な指標で補う

特徴12 進捗管理

目標と指標
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目標

・温室効果ガス総排出量
・最終エネルギー消費量
・最大電力需要
・自然エネルギー導入量
・自然エネルギー発電設備容量

指標

・電気・ガス・石油製品使用量
・エネルギー性能別新築数
・交通分担率
・県内水力発電所の設備容量
・低公害車保有車両数
・民有林の間伐面積・素材生産量
・気候変動適応策体制参加団体数

長野県の温室効果ガス総排出量

「2014(平成26)年度進捗と成果報告書」より
（2016年１月発表）
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７自治体（長野県、横浜市、富山市、名古屋市、豊田市、北九州市、御嵩町）が受賞し、長野
県は大賞。

全国158自治体（温室効果ガス抑制の長期目標を掲げる自治体及び環境モデル都市等）の中か
ら、①長期目標内容、②再生可能エネルギー目標・供給密度、③実績評価、④トップコミット
メント、⑤他セクターとの連携についての５項目を傾斜配点し、有識者による審査会で評価。

同賞は、環境省、全国地球温暖化防止活動推進センター、プラチナ構想ネットワーク、サステ
ナビリティ日本フォーラム、環境経営学会等によるもの。2015年12月にCOP21を記念して、
特別に授与。大賞は2016年２月17日に授与。

長野県環境エネルギー戦略に対する外部からの評価

低炭素杯2016「ベスト長期目標賞」
自治体部門 大賞



地域 域外

エネルギー

資金

【現状】

地域 域外【将来】

資金

エネルギー

自然エネルギー地産地消

省エネルギー設備投資

長野県環境エネルギー戦略の背景にある考え方



ご清聴ありがとうございました

長野県環境エネルギー課検索


